
年 月 日

住所又は所在地

 地方税法弟144条の５第２号の規定による課税免除の適用を受けたいので次のとおり申請します。

１　課税済軽油の数量等（引取りのあった年月日ごとに記入すること）
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 氏名 又 は名称 Ａ石油株式会社

茨城県水戸市笠原町978-６

〇〇11な1234

N石運輸㈱

神奈川県川崎市臨海×-×-×

Ｎ石油製造㈱川崎製油所

茨城県　水戸　県税事務所長　殿

茨城県水戸市笠原町９７８－６

Ａ石油株式会社　県庁前給油所

輸
送
者

現
実
の

納
入
地

東京都中央区日本橋×-×-×

Ｎ石油製造株式会社

東京都台東区上野×-×-×

Ｕ石油興業株式会社

東京都新宿区淀橋×-×-×

東京都台東区上野×-×-×

Ｕ石油興業株式会社

〇〇県

〇〇県税事務所

所在地

名　称

令和

Ｙ石油販売株式会社

茨城県水戸市笠原町９７８－６

Ａ石油株式会社

様式第24号 軽油引取税課税免除承認申請書
〔課 税 済 軽 油 の 流 通 経 路 明 細 書〕

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

(商流) (物流)

※「車両番号又は船名」及び「輸送業者名」
を、前記１の「輸送者１」欄に記載する。

※「車両番号又は船名」及び「輸送業者名」
を、前記１の「輸送者２」欄に記載する。

※「車両番号又は船名」及び「輸送業者名」
を、前記１の「輸送者３」欄に記載する。

（1）この申請書は、流通経路が異なる場合には、当該流通経路ごとに提出してください。
（2）添付書類は、引取りの段階ごとに提出してください。
（3）調査の結果、この申請書に記載された内容が事実と異なることが判明した場合には、課税免除は受けられま

1

課税済証明書、納品書、請求書、その他県税事務所長が必要と認めるもの

せん。

➀は必ず元売業者

該当の軽油が国内で最初に

出荷された場所を記入する。

（製油所もしくは保税施設）

商流の番号と対応する。

４

該当の軽油が納品された場所

は、必ず一番下に書くこと。


